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済の強固な歴史的根っこ」は信じているし，ヨーロ
ッパ中心史観の否定には，全面的に賛成であるが，
｢中世の世界システム」が成立していたのかどうか
については，定義の問題でもあるだろうが，本書を
読んだあともなお，留保したい感じがする。
内容が広範囲にわたるため，翻訳はなかなか困難
なことであっただろうと想像されるが，無難にこな
されている。訳文は概して読みやすい。刺激的な内
容であるだけに，広く読まれることを期待する。
(岩波書店，２００１年１１月，上巻：xxvi＋264＋２３
頁，2,800円／下巻：viii＋200＋９１頁，2,800円）
て述べられている。
第３章では，国民党でも共産党でもない救国会派
を中心とする第三勢力こそが工合運動の中核だった
ことが述べられている。
第４章から第１０章までは，各地域における工合
運動の状況を論じている。すなわち，第４章では，
西北の険西省と甘粛省における工合運動が1938年
に中国で最初に発展したが，共産党の険甘寧辺区や
新四軍・八路軍とも一定の関わりを持っていたこと
から，1941年１月の新四軍事件以降，国民党・国
民政府からの厳しい弾圧を受け，停滞していったこ
と，第５章では，重慶国民政府の所在地の川康区に
おける工合運動が国民政府の強い干渉や日本軍によ
る重慶爆撃を受けて伸び悩んだこと，第６章では，
前線と後方の中間地帯となっていた西南の湖南省と
広西省における工合運動が日本軍の封鎖と国民政府
の逆封鎖によって孤立度を深めて早急に自給自足経
済を確立する必要に迫られる中で紡織中心の「工
合」を発展させたこと，第７章では，東南の陥落隣
接地帯の江西・福建・広東三省における工合運動が
資金的に華僑との結びつきが強かったことから「工
合」が発展し，しかも，従来から工業が発展した地
域だった上に，杭州，寧波，福州などの機械を引き
継ぐことで機械化された「工合」を設立することが
できたこと，第８章では，葬族軍閥龍雲の支配する
雲南省における工合運動が蒋介石の強引な中央集権
化に対抗するために第三勢力を擁護し，共産党とも
接触するという政策下で進められたこと，第９章で
は，険甘寧辺区における工合運動が国民党支配地区
とは異なって商人，地主の資金をも引き出して辺区
経済を活性化し，工合が全国的に高い生産性を上げ
ていたこと，第１０章では，遊撃地区の山西省南
部・東南部及び河南省における工合運動が自給自足
の達成と経済逆封鎖を行なうことによって日本軍が
中国の人的，物的資源を利用するのを防ぎ，長期抗
戦の基礎を固めるための「第一経済防衛戦」として
の重要な役割を担わされていたこと，が述べられて
いる。
第１１章では，東南アジアを中心とする華僑の工
（１） 
合運動との関係につし』て，また，第１２章では，英
米を中心とする国外の工合運動との関係について論
じており，工合運動が単に中国国内における抗日の
ための経済的活動にとどまらず，本書の副題にもあ
るように国際反ファッショ抗日ネットワークを形成
していたことが力説されている。なお，補章では，
1952年に終了宣言を出した「工合」協会が1983年
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抗日戦争時期の後方建設，1960年代の三線建設，
現在の西部大開発は，中国内陸部の経済建設・工業
化という点ではほぼ一致するが，各々の時代環境は
戦時，準戦時，平時という差異がある。戦時には政
治の論理が経済のそれに優越し，政治的要請に基づ
いて時に経済的利益をも度外視して生産活動が行な
われる。よって，戦時には収益や質の向上ではな
く，生産量の拡大こそが第一に求められ，政治には
生産量を確保するための施策が求められるのであ
り，政治は経済に対して決して超然たり得ない。
本書は，抗日戦争時期における抗戦力の経済的基
礎の重要な部分を占めていた工業合作運動（以下，
本書の著者に倣って「工合運動」と略記する）につ
いて，著者が1980年から2001年までに発表した論
文をまとめたもので，工合運動を網羅的に詳述し，
かつ，補章も含めて１３の章からなる大部なものと
なっている。
まず，本書の大凡の内容から見ておきたい。各章
の内容は以下の通りである。
第１章では，抗日戦争時期の工合運動の概略を説
明しており，また，本書第３章～第１０章のダイジ
ェスト版的な性格を有するものともなっている。
第２章では，１９１０年代末にまで遡って工合運動
の歴史的な系譜が探究され，中国合作社運動の流れ
と１９３０年代における工業生産合作社の動向につい
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「業が日本軍に占領・破壊される中で，抗戦の経済的
基礎を形成したという工合運動の歴史的意義は充分
に納得できたが，とすれば，逆に，日中戦争が終了
した時点で工合運動の果たす役割も基本的には（特
に経済的には）終了したと考えるべきではないだろ
うか。すなわち，「工合」が時には経済的利益を度
外視してまで活動するのは，戦時という特殊な状況
にあったからであり，平時には「工合」の存在意義
が薄れるのは当然のことではないかと思われる。
第２点は，第１点とも関連するが，各時期の経済
環境の違いによって各々の合作社に期待されていた
ことが違っていたことである。すなわち，１９１０年
代の中国華洋義賑会は信用合作社によって災害救済
に努め，１９３０年代の南京国民政府による農村合作
社は農村金融枯渇の緩和，農業生産技術の改善，農
産物流通の合理化などによる農村経済の復興を目指
し，抗日期の「工合」は近代都市工業の絶対的な不
足を補なって抗戦力の経済的基礎を固める役割を期
待されていた。よって，「工合」については，国家
権力で上から強制的に動員出来なかったことから，
逆に，動員を図るために一定の民主・自主や福利事
業などが必要とされ，あるいは，それを容認せざる
を得なかったと理解すべきではなかっただろうか。
このことは，「工合」が，やがて国民党によって弾
圧を受けてその自主権を奪われたばかりでなく，さ
らに，共産党によって１９５２年に消滅させられたこ
とからもわかる。
第３点は，本書が「これまでの研究と根本的に異
なる点」の一つとして，「『工合』運動に焦点を合わ
せ，経済のみならず，政治，社会，思想，教育（人
材育成を包括)，国際関係等，幅広く，多角的視点
からアプローチ」することを目指した点に対しては
全面的に同意できるが，問題は，目指したものがど
れだけ実現されたかである。評者には，「幅広く，
多角的視点」が，ややもすれば網羅的で，真に相互
連関性を有する複合的な視点にまでは至っていない
ように感じられた。それは，本書の結論が箇条書き
的にいくつか列挙されていたこととも関係していた
かもしれない。ただし，もちろん，これは，言うは
易し，行なうは難しであり，無いもの強請りであ
る。まずは「槐より始めよ」であろうか。
いずれにせよ，同書は抗日期の中国研究の水準を
確実に先に進め，今後の研究の新たなスタートライ
ンを作った。この点からも熟読すべき必須の書であ
る。なお，紙幅の関係上，充分に語り尽くせなかっ
た点は心残りである。また，評者の誤読によって箸
に国務院の許可を受けて再建され，１９８７年には
｢工合」国際委員会も復活し，さらに，1990年には
｢工合」約200社が組織されて工合運動が再始動し
たことが紹介されるとともに，工合運動の近況が報
告されている。
最後に，結論として，工合運動は，日本の侵略に
抵抗するために中国第三勢力が主体となって国共両
党を巻き込み，国際反ファッショ統一戦線の重要な
一環としての位置をも占める抗日の各要素を糾合し
た統一戦線形態の大衆的な抗戦社会経済運動であ
り，また，中国の地方大都市から農村や山岳地帯に
まで，機構の民主化，「工合」各社内の労働条件改
善，技術革新と生産効率化，流通改革のみならず，
教育，医療，衛生を持ち込み，中国社会経済構造の
変革を断行したものであると評価している。
以上，全体として，本書は，論理が非常に明快
で，特に難解な文章もなく，読みやすいものになっ
ている。また，本書は，中国国内にとどまらず，国
外との関係にも目を向け，しかも，経済に限らず，
政治，社会，思想，教育，国際関係など，多面的な
視点から分析したものとなっている。しかも，史
料，梢案のみならず，工合運動関係者等への直接の
聞き取り（インタビューもしくは書簡）によって歴
史の空白部分（史料に現れない事実）を補っている
点にも明白に表れているように，他の追随を許さな
い著者の精力的な研究姿勢と成果をまざまざと見せ
つけており，評者を含む後進に与える影響は大きい
と言える６そして，単に実証に徹しているのではな
く，その内に高邇なる理想を秘めていることが感じ
取れ，著者の熱き思いが伝わってくる。そもそも，
著者は，工合運動を「重慶政権の戦時経済建設」の
（２） 
重要な経済動向の一つとして重視していたｶｮ，研究
史から見ると，このように工合運動を本格的かつ総
合的にまとめた研究書としてはこれが最初であり，
同書によって，中国が長期に渡る日本軍の全面的侵
略にいかにして抗し得たのか，すなわち，抗日戦の
社会経済的基礎の具体的な姿が明らかにされた。し
かも，日中戦争がファシズム対反ファシズムの戦い
であったことも，単なるスローガンではなく，まさ
に実態を伴ったものだったことを事実を以て明確に
している。
ただし，本書にも，いくつか疑問に感じた点があ
った。若輩者が借越ながら，以下に簡単に述べてお
きたい。
第１点は，工合運動の歴史的な意義に関する理解
についてである。評者なりに，沿海都市部の近代工
(477）９９ 
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こうしたなかから地方政府が地元経済を優先させ
ようとする地方主義の傾向が強まってきて，「諸侯
経済」に象徴される中央政府と地方政府の間で利害
衝突が頻発するようになってきたため，一党支配体
制下での政府間財政関係のあり方がこれまで以上に
問われるようになっている。この問題を理論的，制
度的に解明しようとしたのが本書である。以下，そ
の内容を簡単に紹介しつつ，若干のコメントをして
みよう。
序章では，本研究の方法と構成，並びにこれに係
わる日本および中国の研究者による先行研究を紹介
している。
第１章では，政府間財政関係の概念に係わる議論
を整理したうえで，筆者はこれを中央・地方政府
間，地方政府間，地方政府内の上位・下位間の３つ
の局面における集権と分権の関係と捉える。集権と
分権の議論についてはオーツ，マスグレイブ，ピー
コック，ワイズマンらによる財政学上の研究をふま
えつつ，地方財政調整の手段として欧米や日本にお
ける補助金などによる財政移転の事例を紹介して，
地方の財源保障や財政力均等化の必要性を説く。こ
の議論は，第２章以下で展開される，市場経済化し
つつある中国における政府間財政関係の分析の前提
として位置づけられている。
第２章では，中国の政府間財政関係の構造と変遷
を明らかにする。中央・地方関係は基本的には「二
重の従属理論」（自己の選出母体と自己の同種の上
位レベルの機関の両方に従属するというもの）に基
づいているとしたうで，「条条」（タテ割）と「塊
塊」（ヨコ割）の行政関係を整理し，これをふまえ
て１９４９年以来の中央と地方の財政関係における制
度的変遷を紹介して次の特徴を示す。一つは，１９５１
年以来，財政調整制度に手が加えられながら実施さ
れているが，なかでも少数民族地方には政治的配慮
から財政優遇措置が講じられているとする。二つ
は，政府間財政交錯関係を，①1950～５６年の集
権・分権モデル，②1957～83年の分権・集権モデ
ル，③1985～93年の分権・分散モデル，④1994年
の「分税制」以降の集権・分散モデルに区分する。
ところが，現状をみると分税制は変節を余儀なくさ
れて均等・分散モデル化しているという。
第３章では，集権と分権のメカニズムを分析す
る。中央と地方の関係を－つの矛盾概念として捉え
る毛沢東の理念に基づきながら，集権と分権の均衡
点を目指すために進められてきた「統収統支」体制
からの変容を，時期を追って紹介している。なかで
行に対して礼を失する点があったとすれば，予めお
詫び}|'し上げたい。
注(1)華僑と中国政府の関係については，2001年３
月に，菊池－隆『抗日戦争時期における重慶国
民政府・南京偲儘政権・華僑の三極構造の研
究』科学研究費補助金（基盤研究（Ｃ）(2)）
研究成果報告書が発表されている。
（２）菊池－隆「重慶政権の戦時経済建設」「歴史
学研究』別冊特集（1981年１１月)。
(汲古書院，２００２年１月，６＋633＋１６頁，15,000
円）
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中国の改革開放前の国家財政の特徴は「統収統
支」という言葉に集約されていた。党＝政府の策定
した計画に基づいて経済活動の資金的措置を財政部
門が司り，その授受は金融部門に委ねられていたた
ため，両部門はそれぞれが本来的にもつ機能を十分
に発揮することはなく，マクロ調整は行政的手段に
よって行なわれてきた。しかし，改革開放後，市場
経済の浸透とともに分権化が進展して，地方政府や
企業により多くの権限が委譲されるようになって両
部門の棲み分けが徐々に確立していくと，国家財政
によるマクロ調整の機能が重要性を増してきた。だ
が，現実は期待されている状況には至ってない。
それは，財政とは本来，公共部門の行なう経済活
動であるのに，市場経済化が進んでいる今日におい
ても民間部門の経済活動がまだ十分に市場に委ねら
れる形にはなっていないことによる。最大の原因
は，中国共産党による一党支配体制下で選挙などの
手段を通じて民意が公共部門の意思決定並びにその
営為に十分に反映されることはなく，しかも企業の
経済活動にも行政の介入が強く働いていることにあ
る。国有企業改革が提唱されてから久しいのに，ま
だ市場経済化に対応できる状態になっていないのも
そうしたことが影響していよう。その一方で非国有
部門は市場競争を通じて活力をつけて，経済成長を
牽引するようになってきているため，財政による国
民経済に対する効率性，公平性，安定性の機能がよ
り強く求められるようになってきているのである。
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